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公立病院改革における経営と政治過程
―銚子市と加賀市の事例を題材として―
岸　本　駿　人＊
　自治体病院は，戦後の医療水準が低い状況の中，
「政策医療」を主として，医療提供サービスのニー
ズに応えながら，今日まで発展し，役割を担って
きた．しかし，1980年代以降は，赤字経営から抜
け出せない自治体病院が増加し，2000年代に入る
と，全国各地で自治体病院の改革が盛んになる．
　日本の医療改革の推移は，1948年に制定された
医療法の改正に見ることができる．制定後は，長
く改正が行われることはなかったが，1980年代の
病院経営の悪化を背景に，改正される．1990年代
までは，病院の機能に関する改正が主であったが，
近年は，病院の機能的再編の流れに伴い，地域の
医療提供体制構築に関する改正が主となっている．
　総務省は，医療提供体制の維持が厳しい状況に
なっていたことから，2007年に「公立病院改革ガ
イドライン」（以下，前ガイドライン）を策定し，
公立病院改革プランの策定を要請した．前ガイド
ラインは，公立病院の果たすべき役割について，
採算面等から民間医療機関による提供が困難な医
療を提供することにあるとしている．その上で，
公立病院改革の視点として，①数値目標を伴う経
営の効率化，②公立病院間の再編・ネットワーク
化，③民間的経営手法導入の観点からの経営形態
の見直しを挙げている．
　「新公立病院改革ガイドライン」（以下，新ガイ
ドライン）は，2015年に公表された．今後の公立
病院改革の目指すところは，「前ガイドラインと大
きく変わるものではない」とし，公立病院改革の
究極の目的を，「公・民の適切な役割分担の下，地
域において必要な医療提供体制の確保を図り，そ
の中で公立病院が安定した経営の下でへき地医療・
不採算医療や高度・先進医療等を提供する重要な
役割を継続的に担っていくことができるようにす
ること」と位置づけている．前ガイドラインにも
示されていた「経営の効率化」「再編・ネットワー
ク化」「経営形態の見直し」の 3 項目に，新たに
「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」を加えた
4項目が示されている．新ガイドラインの特徴は，
「都道府県の役割・責任の強化」である．都道府県
が，地域医療構想の策定において，積極的な役割
を担うことが求められている．
　公立病院改革で見直すべきことの 1つが，経営
形態である．考えられる経営形態は，①地方公営
企業法一部適用，②地方公営企業法全部適用，③
地方独立行政法人，④指定管理者制度，⑤民間譲
渡である．民間色を強くすることで，従来の利用
者や働く医療従事者等の不安や反発を生むことが
予想される．しかし，より人事や予算の裁量を高
め，柔軟な病院経営を行うには，③地方独立行政
法人や④指定管理者制度を採用することが良いと
考える．また，公設病院である必要がないと判断
される病院は，⑤民間譲渡など手放す決断も必要
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と考える．
　公立病院改革の過程において，どのように計画
を立てていくかと同時に，住民や医療従事者，職
員との合意形成が重要となる．本稿では，この点
で問題を抱えていた銚子市立病院と加賀医療セン
ターの事例を取り上げ，改革計画とその政治過程
の問題について考え，公立病院の改革のあり方を
述べる．
　銚子市立病院は，2008年に経営悪化と医師不足
を理由に運営を休止した．これに対して，住民の
反対運動が高まりリコール運動に発展，2009年に
岡野俊昭市長は失職した．その後の選挙で，野平
匡邦新市長が当選し，2010年に指定管理者制度で
運営を再開させた．しかし，実績が計画値を下回
る結果となり，指定管理者契約の更新はされなか
った．
　医師不足は，銚子市立病院に限った問題ではな
い．医師不足となり運営休止になる前に，経営改
善を進めなかった経営体制に問題がある．また，
運営を再開するに前に，運営休止に至るまでの十
分な反省が行われなかった．このことが，指定管
理者制度による運営の失敗の原因となっている．
　加賀医療センターは，2005年の加賀市と山中町
の合併により，加賀市民病院と山中温泉医療セン
ターの 2病院が統合したことによって設立された．
当初は，地域医療審議会を設置し，新病院の計画
について議論を重ねていた．しかし，地域医療再
生臨時特例交付金の申請のため，短期間での計画
立案に迫られ，住民や関係者との合意形成を行わ
ないまま計画を進めた．その結果，住民から反発
が起こり，それに対して強行的な姿勢を取ったた
め，さらに関係が悪化した．交付金は大きいもの
であるため，計画を進めざるを得なかった．しか
し，結果ありきで強行的に事業を進めるべきでは
なかった．
　公立病院改革を安定して進めるには，改革のた
めの計画が重要であり，その内容は客観的な分析
に基づいて作成することが重要である．そして，
同時に重要となるのが，関係者との合意形成であ
る．一方を疎かにすると，問題を抱えることとな
ってしまう．病院の機能的再編の中で，不必要だ
と判断される病院も出てくるだろうし，公設の病
院である必要がないと判断される病院も出てくる
だろう．これらの決定には，少なからず住民や関
係者からの反発は予想される．しかし，住民や関
係者を納得させられるだけの議論を積み重ね，デ
メリットを含めた情報開示を行い，説明を果たし
合意形成を行うことで克服できる問題と考える．
